
 

平成 25年度第 4回三重県経営戦略会議 議題１にかかるコメント 

 

三重県経営戦略会議委員 沼尾 波子（日本大学） 

 

※本日の会議は所要により出席することがかないません。書面にて意見を提出

させていただきます。拙稿（「人口減少時代の国土政策と地域連携」『自治日

報』2014年 1月 24日 1面）を併せてご参照ください。 

 

１．地方中核都市・地方中枢拠点都市だけで踏ん張れるか？ 

⇒多様な地域の維持・存続に向けた複層的な「踏ん張り処」の構築が必要では 

ないか 

※国土交通省による「小さな拠点」構想が手掛かりになる。 

（三重県でも「伊勢本街道を活かした地域づくり協議会」（三重県津市：美杉町

南部地域）が平成 25年度モニター調査地域として選定） 

・合併や広域化による「規模の経済」だけでなく、小規模町村や集落を単位と

して、複合的な機能を担うことで「範囲の経済」による効率化を考える。 

（新たな施設整備やバラマキではなく、地区ごとに、機能の複合化とネットワ

ーク化を図り、効率性の確保を目指すという考え方。） 

  例：1台のバスに通学、高齢者輸送、農産物集荷などの多様な機能を付加 

⇒中枢拠点都市（中心市）の特性を活かした機能と、各地域の「拠点」とが 

ネットワークで結ばれることが重要 

 

２．「つながりを求める」若者の地方回帰 

2014年 1月 1日の中国新聞 1面では、中国地方のいくつかの町村で人口社会

増が生じたと報道された。震災後、人と人とのつながりの大切さを意識し、安

心して衣食住を確保できる環境を求めて地方に回帰ないし移住する若い世代が

少しずつだが増え始めている。絶対数としては多いとはいえないが、この潮流

に乗り、三重県の特性を活かした雇用と暮らしの場を構築することが考えられ

てよい。 

 

３．求められる政策対応と県の役割 

①集落単位での将来の地域像（人口・世帯数）把握と、課題の「見える化」 

例えば徳島県神山町では、集落（地区）単位での将来人口（例えば 20 年後）

を推計し、そこから逆算して、今から毎年、若年世代や子育て家族を何人呼ぶ

ことができれば人口が維持できるかを試算し、移住定住の目標値をイメージし
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ながら、定住促進策を図っている。市町村ごとに、集落（地区）単位で将来人

口・世帯数を推計し、情報と将来イメージを共有することは大切である。 

 

②地方圏における雇用機会創出と「観光総合産業」の構築 

エネルギーや食料の確保は、ますます重要性を増す。大都市では安定した現

金収入がなくては暮らしの維持は難しい。多少現金収入は少なくとも、衣食住

の確保ができ、安心して暮らしを営める環境を構築しておくことが大切である。 

・食料やエネルギーの確保という点でも、農林漁業分野における次世代の担い

手育成と稼得機会の確保が必要 

・いきなり地方での暮らしは難しい。就労面でも生活面でも、ステップアップ

型で徐々になじみながら定住につなげる仕組みづくりが必要 

・6次産業化に留まらず、「観光総合産業」構築に向けたネットワーク化が考え

られてよい。地域づくりの理念を明確にし、「地域の物語」をもった魅力ある

商品をデザインすることで、付加価値向上を図るとともに、農林水産業から

広告デザインまで、多様で複合的な働き方を可能とする雇用機会の創出が考

えられてよい。 

 

③県による市町村の補完機能 

⇒都道府県による市町村の補完機能は今後ますます重要になると考えられる。

計画策定に留まらず、市町村と一緒になって汗をかけるかが課題である。 

・集落単位での人口推計結果の共有や、市町村間の連携・協力のための場づく

り 

・専門性を持った人材の確保と、ネットワーク化によるサービス提供の効率化 

 

以  上 
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